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《国内・国際》
熱中症搬送 ２万４千人に8/3

５月３０日～７月３１日の２ヵ月間に熱中症で救急搬送された人は２万４７９０人に達し、前年同期を約３

６００人上回っていることが２日、総務省消防庁の速報値で分かった。このうち死者は４３人だった。２ヵ月

間の集計を症状別にみると、軽症が１万５０９１人、中等症８４３９人、重症６３７人などとなっている。都

道府県別では、愛知県の２０２２人が最多。山口県は２４４人となっている。

今春大卒 進路未定１５．９％8/5
春に４年制大学を卒業した約５５万２８００人のうち進学や就職が決まらず、一時的な仕事にも就いていな

い人の割合が全国平均で１５．９％だったことが、文部科学省が４日に公表した学校基本調査でわかった。昨

年より０．２ポイント減ったが、東日本大震災で被災した岩手、宮城、福島３県では１９．７％で、昨年より

２．５ポイント悪化した。調査は５月１日現在の速報値。就職率の全国平均は６１．６％で、不況で最大の下

落幅となった昨年の６０．８％よりわずかに回復した。ちなみに山口県は６５．５％で、昨年より４．５ポイ

ント増加した。

学校のいじめ 昨年度 ７万５０００件超8/5
、 、 「 」文部科学省は４日 全国の小中高校 特別支援学校を対象とした２０１０年度の 児童生徒の問題行動調査

の結果を発表した。学校が把握したいじめは前年から２５１７件増の７万５２９５件となり、同省がいじめの

定義を変更した２００６年度以降では初めて増加した。調査によると、東日本大震災で被災した岩手、宮城、

福島の３県を除く全国３万７１８３校の４割を超える１万５６７５校でいじめを把握した。児童生徒１０００

人あたりでは５．６件(前年度５．１件)という結果となった。

日本の人口 ２年連続 減少8/10
総務省は９日、住民基本台帳に基づく今年３月３１日現在の人口を発表した。全人口は２年続けて減少して

１億２６２３万６２５人となり、前年比で８２万７２３５人減った。東日本大震災の影響でデータの集まらな

かった岩手、宮城、福島３県２２市町村の人口は除外された。除外された人口を引いた前年比でも１２万２６

７９人減っており、人口減の加速は顕著だ。人口減少の最大要因は、出生者数から死亡者数を引いた「自然増

加数」が１４万６１８５人のマイナスとなり、過去最高の減少幅を更新したことだ。出生者数は１０６万５９

０９人で３年連続減少。死亡者数は１２１万２０９４人で、過去最高を更新した。

非正社員労働者の割合 上昇8/30
厚生労働省は２９日、２０１０年の非正社員の実態調査を発表した。正社員でない労働者の割合は３９％と

なり、３年前の前回調査に比べ０．９ポイント上昇した。非正社員になった理由として「正社員として働ける

会社がなかった」との回答が増加した。雇用環境の悪化により不本意ながら非正社員に就く人が増えている。

調査は 「就業形態の多様化に関する総合実態調査」で、常用労働者５人以上の民間事業所(約１万)と約３万、

３千人の労働者が答えた。

《県内》
県内 不登校 大幅減8/5

文部科学省が公表した「児童生徒の問題行動調査」によると、県内公立学校の不登校児童・生徒の人数は、

小学校２０１人(前年度比７１人減)、中学校１０３４人(同１２２人減)、高校１７８人(同５１人減)で、前年

度より大きく減少した。一方、いじめの認知は小学校１６７件(同２０件減)、中学校２８８件(同５件減)、高

校５８件(同６件増)という結果だった。また、暴力行為は６８８件(同９件減)と微減、生徒間暴力は減少した

が、対教師暴力は１５３件と昨年(１２５件)より増加した。

県内 住宅用火災警報器の推計普及率 全国２３位8/9
県は８日、県内のすべての住宅で６月から設置が義務化された住宅用火災警報器の推計普及率が、同月時点

． 。 ． ．で６６ ４％だったと発表した 前回の昨年１２月時点と比べ１４ ６ポイント伸びたものの全国平均の７１

１％を下回り、全国順位は２３位にとどまった。住宅用火災警報器の設置は、新築住宅が消防法により全国一

律２００６年６月から義務化。既存住宅は各自治体が今年５月末までの間で条例により定め、県内は今年６月

からすべての市町で義務化された。


